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よくある質問【物品等入札参加資格】 

令和７年10月 新潟県出納局会計検査課 

№ 区  分 質    問 回    答 

1 全般 県から物品購入を受注するには、物品等入札参

加資格が必要ですか。 

物品の購入等（物品の購入、物品の製造請負又は複写業務に係るサービスの提供）に係

る一般競争入札又は指名競争入札に参加する場合は、「物品等入札参加資格」を有してい

ることが必要です。 

なお、見積合わせについても、入札参加資格が必要となる場合があります。 

2 全般 

【第１号様式別紙４】 

営業種目の中に、機械のリース（賃貸）やソフ

ト開発（役務）などの業務がありませんが、ど

こに記入するのですか。 

物品等入札参加資格は、物品の購入、物品の製造請負又は複写業務に係るサービスの提供

に係る入札参加資格であり、賃貸や役務（複写サービス業務を除く）などは対象外です。 

新潟県では、賃貸や役務（複写サービス業務を除く）などの入札参加資格の登録制度が

ありません。これらは、入札の都度、入札参加資格を定めて実施しています。 

【物品等入札参加資格の対象外の主な業務】 

 物品のリース、システム開発、人材派遣、広告・映像製作等 

3 全般 入札参加資格は、いつでも申請できますか。 令和８・９・10年度分の定期申請は、令和７年11月１日から12月26日までが申請期間

となっていますが、それ以後は随時申請ができます。 

なお、資格の有効期間は以下のとおりとなります。 

〇定期申請…令和８年４月１日から令和11年３月31日まで 

〇随時申請…参加資格の承認通知を受けた日から令和11年３月31日まで 

4 全般 随時申請の場合、申請書を提出してから参加資

格が承認されるまで、どれくらいの期間がかか

りますか。 

申請書受理から承認通知の発行まで１か月程度の日数が必要となりますので、余裕をもっ

て申請してください。 

5 全般 申請書はどのようにして入手できますか。 新潟県のホームページでダウンロードできます。 

〇新潟県ホームページ【URL】https://www.pref.niigata.lg.jp/ 
 →画面上部「事業者の方へ」 

→画面中央「入札参加資格の申請（物品）」 

→「(1) 申請書様式のダウンロード」 

6 全般 添付書類は写しでもよいですか。 すべて写しで結構です。 

なお、登記事項証明書、納税証明書、身分証明書は、申請日から３か月以内に発行され

たものに限ります。 
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№ 区  分 質    問 回    答 

7 全般 申請書は郵送してよいですか。 

電子申請で手続きできますか。 

申請書を「新潟県電子申請システム」から電子申請した後、添付書類を郵送してくださ

い。（詳細は「申請要領」を参照してください。） 

8 

 

全般 申請書を持参した場合、その場で審査してもら

えますか。 

申請書は電子申請（添付書類は郵送）していただきますので、書類の持参や対面での審

査はお受けしていません。 

9 全般 インターネットに接続しているパソコンがな

く、電子申請ができないのですが、どうしたら

よいですか。 

インターネット環境がない等、やむを得ない事情により電子申請ができない事業者の方

は、事前にお問い合わせください。 

10 

 

全般 入札参加資格に格付け（ランク）はありますか。 物品等入札参加資格には、格付けはありません。 

 

11 申請者 

【第１号様式】 

支店長は、入札参加資格の申請者になることが

できますか。 

できません。 

法人の場合、入札参加資格の申請者は代表者でなければなりません。 

12 申請者 入札参加資格の申請に、代表者印の押印は必要

ですか。 

すべての申請書類において、押印は必要ありません。 

13 申請者及び代理人 

 

申請書に、代表者や代理人の使用印の印影を添

付する必要がありますか。 

必要ありません。 

入札参加資格承認後に県から送付する承認通知書の写しをとり、代表者及び代理人の印

鑑を押印し、裏面に代表者の印鑑証明書（原本）を添付して、入札等の際に提出してく

ださい。 

14 

  

申請者住所 

【第１号様式】 

登記簿の住所と実際の住所が異なる場合は、ど

ちらを記入したらよいですか。 

実際の営業拠点の住所を記入し、その下の欄に登記と異なる理由を記入してください。 

15 営業種目 

【第１号様式】 

「競争入札の参加を希望する営業種目」には、

取り扱っているすべての営業種目を記入しても

よいですか。 

新潟県に物品等を納品できるすべての営業種目（大分類、最大９種目）を記入してくだ

さい。 

16 営業種目 

【第１号様式】 

「指名競争入札の参加を希望する営業種目（中

分類）」の順位は、入札の指名の際、どのように

配慮されるのですか。 

例えば、指名競争入札では、入札参加資格の申請内容を参考に入札の指名を行います。 

多くの場合、調達する物品の希望する順位が高い事業者を優先して指名することになり

ますので、指名を希望する営業種目（中分類）に順位（第３位まで）をつけて記入して

ください。 
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№ 区  分 質    問 回    答 

17 営業種目 

【第１号様式】 

【第２号様式】 

資格の有効期間内に「指名競争入札の参加を希

望する営業種目（中分類）」の順位を変更できま

すか。 

変更できません。 

ただし、業態変更や取扱品目の大幅な変更等やむを得ない場合は、理由を記入し変更届

を提出してください。 

18 認証等の取得状況 

【第1号様式別紙２】 

 

 

 

プライバシーマークの更新を審査機関に申請し

ましたが、審査に時間を要しており、令和８年４

月１日からの登録証がまだ交付されていません。 

どのようにしたらよいですか。 

申請時に更新後の登録証が間に合わない場合は、「７ 認証等の取得状況」の「認証状況」

欄に「該当なし」と記入し、登録の更新後、令和８年４月１日以降に変更届出書（第２

号様式）により手続きをしてください。 

19 代理人の設置 

【第１号様式別紙３】 

代理人を置く場合、代理人に対する委任状を申請書

に添付する必要がありますか。 

必要ありません。 

20 代理人の設置 

【第１号様式別紙３】 

代理人には、どのような役職の者が該当しますか。 営業部長、支店長、営業所長など、新潟県と契約権限を有する方を選定してください。 

また、代理人の印鑑は新潟県との契約書等に使用しますので、「株式会社〇〇新潟支店長

印」や「株式会社〇〇営業所長印」など、法人名のある、簡単に偽造できないものを使

用してください。 

21 代理人の設置 

【第１号様式別紙３】 

代理人を複数人置くことはできますか。 できません。 

代理人は「入札、契約、代金の請求・受領、複代理人の選定に関する権限の一切を常時

委任する場合」に置くことができます。 

県内に複数の支店があり、それぞれの支店で入札に参加する場合は、その都度、代表者

又は代理人（設置されている場合）からの委任状を持参してください。 

22 使用印鑑の登録 

【第１号様式別紙３】 

代表者が使用する「使用印鑑」は、どのような

場合に登録できるのですか。 

代表者の使用印鑑は代表者が実印以外に使用する印鑑であり、登録した場合、入札の際

の委任状や入札書、契約書等に使用します。 

使用印鑑は簡単に偽造できないものとしてください。（いわゆる三文判は不可） 

23 営業種目 

【第１号様式別紙４】 

取扱品目が「営業種目表」の複数の品目に該当す

る場合はどうしたらよいですか。 

該当する取扱品目が複数ある場合やどれに該当するか判断に迷う場合は、該当すると思

われるすべての品目を選択してください。 

24 営業種目 

【第１号様式別紙４】 

「営業種目表」の「取扱品目」に該当する品目

がないときはどうしたらよいですか。 

該当する品目がない場合は、その物品に最も適する中分類を特定し、取扱品目欄の「99 

その他〇〇」を選択した上で、（  ）内に具体的な品目を必ず記入してください。 
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№ 区  分 質    問 回    答 

25 承継等 承継等を受けることになりました。 

変更届の提出が必要ですか。 

承継等を受けることにより、変更届の提出が必要な事項（営業種目や指名競争入札の参

加希望営業種目など）に変更がある場合には、変更届を提出してください。 

譲渡等する側の方が、新潟県の物品等入札参加資格を有していて、譲渡等することによ

り物品の販売等の事業を廃止する場合は、「廃業等届出書」を提出してください。 

なお、承継等を受けた方が、新潟県の物品等入札参加資格を有していない場合は、１年

以上の営業実績がなくても、譲渡等する側に１年以上の実績があれば申請をすることが

できます。事由により、Ｑ＆ＡNo.26～No.30をご確認ください。 

また、承継等を受けた方に１年以上の営業実績がある場合は承継等の有無にかかわらず

申請可能ですので、新規として申請してください。 

26 承継等 

【第１号様式別紙９】 

事業（営業）譲渡とは、どのような場合ですか。 

また、申請にあたってどのような書類を添付す

る必要がありますか。 

事業（営業）譲渡とは、単なる物質的な財産（商品、工場など）だけではなく、のれん

（ブランド）や取引先などを含む、事業に必要な有形・無形の財産を一体とした譲渡を

いいます。 

１年以上の営業実績を有する者からの営業譲渡の場合、譲渡を受ける側に１年以上の営

業実績がなくても申請できます。 

【添付書類】 

〇譲渡の事実が確認できる書類（譲渡契約書の写し、株主総会の議事録の写し等） 

〇譲渡する方が１年以上の営業実績を有することが確認できる書類（登記簿の写し等）

〇譲渡した方が入札参加資格を有している場合は以下の書類 

・事業の全部を譲渡し物品の販売等の事業を廃止した場合は「廃業等届出書」 

・一部譲渡したことで事業内容に変更が生じた場合は、必要に応じて「変更届出書」 
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№ 区  分 質    問 回   答 

27 

 

承継等 

【第１号様式別紙９】 

合併とは、どのような場合ですか。 

また、申請にあたってどのような書類を添付す

る必要がありますか。 

合併には、「吸収合併」と「新設合併」があります。 

〇「吸収合併」について 

・合併の当事者となる会社のうち、１つの会社を存続会社として残し、その他の会社

の権利義務を存続会社に承継させて消滅させるものをいいます。 

・１年以上の営業実績を有する法人の吸収合併の場合、存続会社に１年以上の営業実

績がなくても申請できます。 

〇「新設合併」について 

・合併の当事者となる各会社を解散して、新たに設立する会社に全て承継させる方式

をいいます。 

・１年以上の営業実績を有する法人を含む新設合併の場合に申請できます。 

【添付書類】 

〇合併の事実が確認できる書類（合併契約書、株主総会の議事録の写し等） 

〇合併前の会社が１年以上の営業実績を有していたことが確認できる書類（登記簿の写し等） 

〇吸収合併により存続会社となった会社が入札参加資格を有していて、事業内容に変更

等が生じた場合は、必要に応じて「変更届出書」 

〇解散する会社が入札参加資格を有している場合は、「廃業等届出書」 

28 承継等 

【第１号様式別紙９】 

分割とは、どのような場合ですか。 

また、申請にあたってどのような書類を添付す

る必要がありますか。 

分割には、「新設分割」と「吸収分割」があります。 

〇「新設分割」：分割した事業を新設の会社に承継させるものをいいます。 

〇「吸収分割」：分割した事業を既存の別会社に承継させるものをいいます。 

１年以上の営業実績を有する法人の「新設分割」又は「吸収分割」の場合、分割後の会

社に１年以上の営業実績がなくても申請できます。 

【添付書類】 

〇分割により事業の承継を受けた事実が確認できる書類（新設分割計画書、吸収合併契

約書、株主総会の議事録等の写し） 

〇分割前の会社が１年以上の営業実績を有していることが確認できる書類（登記簿の写し等） 

〇分割を行う会社が入札参加資格を有している場合は以下の書類 

・一部事業を存続させて引き続き物品販売事業を営む場合で、営業品目等に変更があ

る場合は、必要に応じて「変更届出書」 

・物品販売事業を廃止する場合は「廃業等届出書」 
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№ 区  分 質    問 回   答 

29 承継等 

【第１号様式別紙９】 

相続とは、どのような場合ですか。 

また、申請にあたってどのような書類を添付す

る必要がありますか。 

個人事業主の死亡を原因として事業を承継することをいいます。 

【添付書類】（被相続人が申請） 

〇相続の事実を確認できる書類（戸籍謄本及び除籍謄本） 

〇被相続人が引き続き１年以上事業を営んでいたことが確認できる資料（決算書等） 

〇被相続人が入札参加資格を有していた場合は、被相続人の「廃業等届出書」（相続人

が承継により申請するか否かにかかわらず提出） 

30 承継等 

【第１号様式別紙９】 

法人設立とは、どのような場合ですか。 

また、申請にあたってどのような書類を添付す

る必要がありますか。 

個人事業主が手続きを行い、株式会社などの法人を設立すること（いわゆる「法人成り」）

をいいます。 

【添付書類】 

〇個人事業主に係る直近の事業年度の財務諸表 

〇個人事業を廃止し法人設立したことが確認できる書類（設立法人の定款等） 

〇個人事業主として引き続き１年以上事業を営んでいたことの内容が確認できる書類 

〇個人事業主として入札参加資格を有していた場合は「廃業等届出書」 

31 添付書類 

【新潟県の県税納税証

明書】 

新潟県内に本店・営業所等が全くないのですが、

新潟県の県税納税証明書を提出する必要があり

ますか。 

必要です。 

新潟県の物品等入札参加資格は、県税の未納がないことが要件となっています。 

県税には、本社・営業所等が県内に存在しない場合でも課税対象となり得る税目があるた

め、県内の本店・営業所等の有無に関わらず、「未納がない」旨の証明書が必要です。 

納税証明書の請求方法等については、「申請要領」をご確認ください。 

32 

 

変更届出書 

【第２号様式】 

変更届出書は、いつでも提出できますか。 随時受け付けています。 

変更事項が生じた場合は、速やかに変更届出書を提出してください。 

33 変更届出書 

【第２号様式】 

登記事項の変更（代表者の変更等）が生じまし

たが、登記の手続きが完了していません。 

変更届出書はどうしたらよいですか。 

登記の手続き完了後、速やかに変更届出書を提出してください。 

なお、登記の手続き完了前に行われる入札や契約等には、実際（変更後）の商号・名称、

代表者の氏名、住所等を記載してください。その際、変更内容を証する書類を入札や契

約等の担当者に提出してください。 
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№ 区  分 質    問 回    答 

34 一般競争入札 物品の購入等に係る一般競争入札に参加したい場

合、事前に入札参加資格は必要ですか。 

必要です。 

入札参加資格がいつの時点で必要であるかは、入札公告に記載してありますのでご確認

ください。 

なお、出納局会計検査課が行う入札の場合、入札公告時（政府調達案件（ＷＴＯ案件）

は公告後一定期間経過後）に参加資格を有している必要があります。 

35 一般競争入札 物品の購入等に係る一般競争入札の情報は、ど

のようにして入手したらよいですか。 

新潟県のホームページに掲載されています。また、新潟県報に掲載される場合もありま

す。（新潟県報は県ホームページにも掲載） 

 新潟県ホームページ【URL】https://www.pref.niigata.lg.jp/ 
①一般競争入札の入札情報 

  ・画面上部「目的別」→「入札・発注・売却」 

・画面上部「事業者の方へ」→「入札・発注・売却情報」 

 ②出納局会計検査課が行う物品の購入等の入札情報 

画面上部「事業者の方へ」→「新潟県入札情報サービス（物品）」→「入札情報」を

選択、希望する年度を選択し、入札執行所属を「出納局」として検索 

36 電子入札 電子入札で実施される入札に参加するのはどの

ような手続きが必要ですか。 

出納局会計検査課に利用者登録番号交付申請書を提出し、民間の認証局から電子証明書

（ＩＣカード）を取得する必要があります。 

〇電子入札利用者登録の詳細 

新潟県ホームページ【URL】https://www.pref.niigata.lg.jp/ 
画面上部「事業者の方へ」→「ようこそ電子入札の窓（物品）へ」 

→画面中央「事前準備・利用者登録」 

37 電子入札 電子入札の利用者登録番号交付申請書は、物品

等入札参加資格審査申請書と同時に提出しても

よいですか。 

差し支えありません。 

 


